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連携するうえで困っていること、うまくいっていること 〇 〇 〇



















































































































































性別 男性 2（ 15.4 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 2（ 50.0 % ）
女性 11 （ 84.6 % ） 6（ 100.0 % ） 3（ 100.0 % ） 2（ 50.0 % ）
年齢 30代 1（ 7.7 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ）
40代 8 （ 61.5 % ） 3（ 50.0 % ） 2（ 66.7 % ） 3（ 75.0 % ）
50代 4 （ 30.8 % ） 3（ 50.0 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
職種 事務職 2（ 15.4 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 2（ 50.0 % ）
保健師 11 （ 84.6 % ） 6（ 100.0 % ） 3（ 100.0 % ） 2（ 50.0 % ）
勤務形態 常勤 13 （ 100.0 % ） 6（ 100.0 % ） 3（ 100.0 % ） 4（ 100.0 % ）
非常勤 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ）
所属自治体
人口規模
30万人以上 1（ 7.7 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
10万～30万人未満 2（ 15.4 % ） 2（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ）
 5万～10万人未満 3（ 23.1 % ） 2（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
 5万人未満 7（ 53.8 % ） 2（ 33.3 % ） 3（ 100.0 % ） 2（ 50.0 % ）
所属部署での
勤務年数
20年以上 1（ 7.7 % ） 1（ 16.7 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ）
10年～20年未満 4（ 30.8 % ） 3（ 50.0 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
 3年～10年未満 3（ 23.1 % ） 0（ 0.0 % ） 3（ 100.0 % ） 0（ 0.0 % ）




















































































































































性別 男性 2（ 15.4 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 2（ 50.0 % ）
女性 11 （ 84.6 % ） 6（ 100.0 % ） 3（ 100.0 % ） 2（ 50.0 % ）
年齢 30代 1（ 7.7 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ）
40代 8 （ 61.5 % ） 3（ 50.0 % ） 2（ 66.7 % ） 3（ 75.0 % ）
50代 4 （ 30.8 % ） 3（ 50.0 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
職種 事務職 2（ 15.4 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 2（ 50.0 % ）
保健師 11 （ 84.6 % ） 6（ 100.0 % ） 3（ 100.0 % ） 2（ 50.0 % ）
勤務形態 常勤 13 （ 100.0 % ） 6（ 100.0 % ） 3（ 100.0 % ） 4（ 100.0 % ）
非常勤 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ）
所属自治体
人口規模
30万人以上 1（ 7.7 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
10万～30万人未満 2（ 15.4 % ） 2（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ）
 5万～10万人未満 3（ 23.1 % ） 2（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
 5万人未満 7（ 53.8 % ） 2（ 33.3 % ） 3（ 100.0 % ） 2（ 50.0 % ）
所属部署での
勤務年数
20年以上 1（ 7.7 % ） 1（ 16.7 % ） 0（ 0.0 % ） 0（ 0.0 % ）
10年～20年未満 4（ 30.8 % ） 3（ 50.0 % ） 0（ 0.0 % ） 1（ 25.0 % ）
 3年～10年未満 3（ 23.1 % ） 0（ 0.0 % ） 3（ 100.0 % ） 0（ 0.0 % ）
 3年未満 5（ 38.5 % ） 2（ 33.3 % ） 0（ 0.0 % ） 3（ 75.0 % ）
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早期介入する役割の発揮〉が求められていた。調
整機関においては、通報を機会に介入する役割か
ら〈調整機関の導入による母子保健介入の実現〉
がされると捉えられていた。〈必要な支援に応じて
適時役割分担をスイッチする必要性〉がある一方
で、〈対象の調整機関への抵抗感による相談支援関
係構築の難しさ〉があり、〈虐待対応と育児支援が
重複しない役割分担〉とすることでうまくいくと
の考えも語られた。
【互いの理解】は、日頃の〈互いの職種の違いに
括保健師の配置】が有効とされた。さらに【個人
の力量形成】を図り、〈個々の能力格差の協力関係
への影響〉を最小限にするために【現任教育の強
化】と【研修の活用】が重視された。具体的には
〈現任教育のツールとしてのマニュアルの活用〉、
〈他機関と協働する経験〉や〈ベテラン保健師のサ
ポートに基づく緻密な情報収集〉を通した育成方
法、〈研修会参加者が得た学びの共有〉ができるよ
う、職場内に還元する仕組みが考えられていた。
４）政策への対応
【新たな政策への過渡期】として、子育て世代包
括支援センターおよび子ども家庭総合支援拠点の
起動の渦中にあることから【新たに導入される制
度との整合】により、〈子育て世代包括支援センタ
ーの立ち上げを機会とした協力体制づくりへの課
題意識〉が向上し、〈施策を活用した調整機関への
マンパワー強化の要望〉をする重要なチャンスと
捉え、連携強化への期待が高まっていた。
５）情報管理
〈要対協登録者の名簿管理〉、〈支援経過の記録管
理の徹底〉、〈記録の共通様式化による情報共有の
促進〉、〈記録の一元管理による情報共有の促進〉
をはじめ【記録管理の徹底】が〈支援方針の共通
認識〉や〈会議の効率化〉につながると考えられ
ていた。
　共通の電子システムによる【記録の電子化】は
〈情報の可視性向上〉に伴い、〈タイムリーな情報
共有〉、〈幅広い情報の共有〉等〈情報共有化の促
進〉がなされ、連携ツールとして効果的とされた。
加えて〈業務の効率化〉や〈教材としての活用〉
が語られた。一方で、〈それぞれに既存のシステム
が設置されていることによる共通システムへの移
行困難〉や〈予算確保の困難による共通システム
導入の断念〉をせざる得ない状況や、〈入力作業の
増加に対する負担感〉が語られた。
６）チーム力向上
【連携による効果の認識】を連携の前提として、
次の要因が備わることでチーム力が向上するとさ
れた。【特性を生かした役割分担の明確化】では、
〈対象と信頼関係が構築されている保健師の特徴を
生かす〉ことや、乳児全戸訪問事業や乳幼児健診
を通じた〈スクリーニング機能による早期発見、
表３． 母子保健担当保健師と要保護児童対策地域
協議会の連携促進要因
重要カテゴリー サブカテゴリー
連携指針の整備 運営方針の共有
地域特性を生かした要対協運営
支援基準の明確化
支援方針の合意形成
業務手順の確立
フォーマルコミュニケーションの確保
組織的判断に基づく要対協運営
組織化の推進 柔軟性のある組織体制
ワンストップ支援の構築
組織の一元化
母子保健と調整機関の物理的集約
部門内の協力体制強化
他部門との連携強化
管理職のリーダーシップ発揮
人材管理 人員の拡充
非正規職員の身分保障
専任職員の配置
業務継続性の確保
専門職の拡充
適材適所の人材配置
保健師の負担軽減
統括保健師の配置
業務量の調整
個人の力量形成
現任教育の強化
研修の活用
政策への対応 新たな政策への過渡期
新たに導入される制度との整合
人口動態の把握
情報管理 記録管理の徹底
記録の電子化
チーム力向上 連携による効果の認識
特性を生かした役割分担の明確化
互いの理解　
同職種間の相互理解
互いの尊重
顔の見える関係づくり
インフォーマルコミュニケーションの促進
成功経験の蓄積
成果の評価
連絡手段の確保
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られる。市区町村の年齢階級別常勤保健師数は40
歳代が最も多く、市区町村全体の30.2％を占めて
いる（厚生労働省，2019C）ことから、本研究に
保健師の代表的な意見を反映することができた。
職種は保健師と事務職であり、専門職の立場と非
専門職の立場のそれぞれの視点から意見を聴取で
きた。
２．連携促進要因
１）連携に対する認識の共有
　両者の連携システムを構築していくためにはま
ず、【運営方針の共有】をすることが連携の第一歩
である。あらゆる子育て家庭に対して育児負担の
軽減を図る発生予防（1次予防）は母子保健の範
疇であり、明らかに児童虐待だとわかる段階（3
次予防）は連携の必要性が明らかである。このよ
うなケースは共通認識しやすいが、虐待ハイリス
クの予防および早期発見の段階（1.5次予防）や早
期発見早期介入の段階（2次予防）は見極めも難
しく、重症度は連続したものであるがゆえにその
判断は難しい（佐藤，2002）。捉え方や解釈によ
って連携の認識に差が起こりやすいため、どの段
階から連携していくか、【支援基準の明確化】が重
要である。異なる見解を持つ人が意見の違いを乗
り越えて意思決定をする時には、【支援方針の合意
形成】が必要であり、母子保健と調整機関の異な
る立場の両者が多彩な意見を活かして課題に取り
組み、建設的な成果を生み出す有効性から連携の
促進要因とされたと考えられる。連携の具体的な
手順をマニュアル化し【業務手順の確立】をする
ことで、だれが担当しても連携に必要な一連のプ
ロセスを踏むことができ、質が担保される。児童
虐待は２つと同じ事例がなく、個別性の高い支援
が求められるが、基本的な連携パターンがあるこ
とは応用が利き、効果的かつ効率的である。さら
に【フォーマルコミュニケーションの確保】によ
る連携を業務の一環として位置付けられ、安定的
で継続的な連携につながる。ヘルスケア分野にお
ける多職種、多機関連携は、段階を踏む必要があ
り、段階を踏むためには長期的な取り組みが求め
られることから、長期的に一貫したコンセプトの
提示が重要となる（中村，2013）。
伴う考え方の相違による連携困難〉から導かれて
いた。〈互いの強みを統合〉し、〈互いの不足を補
い合う関係性〉を構築するために、〈互いの立場の
理解〉や〈それぞれの機能と限界の理解〉、〈互い
の人間性の理解〉が重要であり、〈一緒に活動する
ことによる価値観や考え方の理解の深化〉が必要
だと考えていた。保健師においては、〈各部署に配
置された保健師間ネットワークを活用した連携〉
による【同職種間の相互理解】が有効とされた。
【互いの尊重】では、〈互いの特徴を認め合う〉、
〈互いの役割を尊重する〉、〈異なる立場を尊重す
る〉、〈互いの価値観を尊重する〉ことで連携が構
築され、〈互いの良い部分に焦点を当ててそれを敬
う〉姿勢が必要だと感じていた。互いの理解や互
いの尊重は、【顔の見える関係づくり】による【イ
ンフォーマルコミュニケーションの促進】によっ
て遂行できるため、〈意図的な日常のコミュニケー
ション確保〉に心がけ、〈気軽に声を掛け合える関
係性の構築〉や〈業務以外の会話に基づいた信頼
関係の構築〉を図ることで、組織や職種の壁を越
えた連携につながると認識していた。
〈ようやく連携が取れ始めた実感〉があるとの発
言があり、これは【成功経験の蓄積】に裏付けら
れていた。〈連携の成果の意図的な発信〉により、
成功経験を自覚し、〈成功経験の積み重ねによる積
極的な情報交換の実現〉につながると捉えられて
いた。【成果の評価】は、成功経験を共有するため
の根拠となるだけでなく、課題の共通認識による
目的達成のプロセスとしても不可欠であることか
ら、〈それぞれが実施している事業の評価を共有で
きるシステム〉が必要であると感じていた。調整
機関と母子保健が一つのチームとして機能してい
くために、物理的に離れている環境では特に、【連
絡手段の確保】が重視され随時連絡が取れる方法
の確保〉によって連携が促進されると考えられて
いた。
Ⅴ．考察
１．研究対象者の特性
　対象者全員が児童虐待事例の対応経験を有し、
年齢は40代が約８割を占め、十分な経験年数があ
ったことからデータの信頼性は担保されたと考え
早期介入する役割の発揮〉が求められていた。調
整機関においては、通報を機会に介入する役割か
ら〈調整機関の導入による母子保健介入の実現〉
がされると捉えられていた。〈必要な支援に応じて
適時役割分担をスイッチする必要性〉がある一方
で、〈対象の調整機関への抵抗感による相談支援関
係構築の難しさ〉があり、〈虐待対応と育児支援が
重複しない役割分担〉とすることでうまくいくと
の考えも語られた。
【互いの理解】は、日頃の〈互いの職種の違いに
括保健師の配置】が有効とされた。さらに【個人
の力量形成】を図り、〈個々の能力格差の協力関係
への影響〉を最小限にするために【現任教育の強
化】と【研修の活用】が重視された。具体的には
〈現任教育のツールとしてのマニュアルの活用〉、
〈他機関と協働する経験〉や〈ベテラン保健師のサ
ポートに基づく緻密な情報収集〉を通した育成方
法、〈研修会参加者が得た学びの共有〉ができるよ
う、職場内に還元する仕組みが考えられていた。
４）政策への対応
【新たな政策への過渡期】として、子育て世代包
括支援センターおよび子ども家庭総合支援拠点の
起動の渦中にあることから【新たに導入される制
度との整合】により、〈子育て世代包括支援センタ
ーの立ち上げを機会とした協力体制づくりへの課
題意識〉が向上し、〈施策を活用した調整機関への
マンパワー強化の要望〉をする重要なチャンスと
捉え、連携強化への期待が高まっていた。
５）情報管理
〈要対協登録者の名簿管理〉、〈支援経過の記録管
理の徹底〉、〈記録の共通様式化による情報共有の
促進〉、〈記録の一元管理による情報共有の促進〉
をはじめ【記録管理の徹底】が〈支援方針の共通
認識〉や〈会議の効率化〉につながると考えられ
ていた。
　共通の電子システムによる【記録の電子化】は
〈情報の可視性向上〉に伴い、〈タイムリーな情報
共有〉、〈幅広い情報の共有〉等〈情報共有化の促
進〉がなされ、連携ツールとして効果的とされた。
加えて〈業務の効率化〉や〈教材としての活用〉
が語られた。一方で、〈それぞれに既存のシステム
が設置されていることによる共通システムへの移
行困難〉や〈予算確保の困難による共通システム
導入の断念〉をせざる得ない状況や、〈入力作業の
増加に対する負担感〉が語られた。
６）チーム力向上
【連携による効果の認識】を連携の前提として、
次の要因が備わることでチーム力が向上するとさ
れた。【特性を生かした役割分担の明確化】では、
〈対象と信頼関係が構築されている保健師の特徴を
生かす〉ことや、乳児全戸訪問事業や乳幼児健診
を通じた〈スクリーニング機能による早期発見、
表３． 母子保健担当保健師と要保護児童対策地域
協議会の連携促進要因
重要カテゴリー サブカテゴリー
連携指針の整備 運営方針の共有
地域特性を生かした要対協運営
支援基準の明確化
支援方針の合意形成
業務手順の確立
フォーマルコミュニケーションの確保
組織的判断に基づく要対協運営
組織化の推進 柔軟性のある組織体制
ワンストップ支援の構築
組織の一元化
母子保健と調整機関の物理的集約
部門内の協力体制強化
他部門との連携強化
管理職のリーダーシップ発揮
人材管理 人員の拡充
非正規職員の身分保障
専任職員の配置
業務継続性の確保
専門職の拡充
適材適所の人材配置
保健師の負担軽減
統括保健師の配置
業務量の調整
個人の力量形成
現任教育の強化
研修の活用
政策への対応 新たな政策への過渡期
新たに導入される制度との整合
人口動態の把握
情報管理 記録管理の徹底
記録の電子化
チーム力向上 連携による効果の認識
特性を生かした役割分担の明確化
互いの理解　
同職種間の相互理解
互いの尊重
顔の見える関係づくり
インフォーマルコミュニケーションの促進
成功経験の蓄積
成果の評価
連絡手段の確保
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な存在ではなく、グループ・マネジャー的な存在
でなくてはならない。【統括保健師の配置】が連携
促進要因として挙げられたのは、統括保健師が所
属分野を越えて組織横断的に総合調整し、人材育
成や技術面の指導を行う、保健師をマネジメント
する役割を持っていることに裏付けられる。単一
集団における複数リーダーの配置によって従業員
のモラール、帰属意識、ストレスの低さにおいて
支持された研究（高口ら，2005）から、組織の管
理職とは別に統括保健師設置の推進が課題である。
４．連携促進要因の連携システム構築への関連
　研究結果より明らかになった、連携促進要因の
連携システム構築への関連を考察した。
　連携指針の整備によって、連携の共通認識、連
携手順の確立、連携の場の確保がなされ、組織化
の推進によって、組織開発と組織の活性化、連携
しやすい環境整備および連携を大切にするあるい
は当たり前にする組織風土の醸成を図ることがで
きる。そして人材管理によって人材確保に加えて
人材活用、人材育成がなされ、情報管理によって、
情報共有の促進、業務の効率化が実現する。
　新たな政策への対応を積極的に進めることは、
連携を重視する意識が向上し、連携指針の整備に
働きかけるきっかけとなり、新たな政策を遂げる
ために必要な人員拡充を要望するきっかけとなり
人材管理に働きかける。さらに組織統合や組織再
編のきっかけとして組織化の推進に働きかける作
用が期待できる。
　これらがチーム力を向上させ、母子保健と要対
協の連携システムが構築されることが示唆された。
（図１）
　チーム力向上においては、【互いの特性を生かし
た役割分担】が求められ、そこには【互いの理解】
と【互いの尊重】が必要となる。母子保健は妊娠
期から信頼関係を構築しながら、専門性を生かし
た支援を行う立場であり、要対協はハイリスク者
を対象に多角的な視点で親子を捉え、社会資源を
カスタマイズして支援する立場である。「違い」は
連携の強みになる要因であり、違いの認識は連携
の第一歩（仲，2017）となる。インフォーマルコ
ミュニケーションの促進に努め、顔の見える関係
３．連携を促す組織体制と環境づくり
　児童虐待においては特に突発的な対応を迫られ
る場面があり、また継続的に支援をする特徴があ
ることから、必要な時に迅速に集まって会議等を
開催できる【柔軟性のある組織体制】や、育児期
から一貫した部署で対応できる【ワンストップ支
援の構築】を求めていた。これは日本の地方自治
体が業務や組織の効率性を重視して展開してきた
縦割り行政が連携を阻害した結果と考えられる。
本研究では人員および専門職の充足、非常勤職員
の身分保障、職員の専任化等人材拡充についての
課題が挙げられ、人材管理はラベル、サブカテゴ
リーともに６つの領域の中で最も多く、喫緊の課
題であることが示された。近年市町村の一般行政
職員数は、子育て支援への増員があり横這いから
微増で推移しているものの、平成７年以降約21％
減少しており（総務省，2019）、厳しい人員体制
が続いている中すぐに増員することは難しい。ゆ
えに【組織の一元化】や【物理的集約】による組
織の壁を越えた体制作りおよび部門内外との協力
体制強化等、組織化の推進や、【適材適所の人員配
置】、【業務量の調整】による効率的な人的資源管
理、【現任教育の強化】や【研修の活用】による
【個人の力量形成】に重点を置いて、個々の能力向
上への働きかけが有用とされた。調整機関担当者
の経験年数が短い特徴があり（厚生労働省，2018）、
連携スキルは暗黙知となりやすく、暗黙知を形式
知化によって伝承することは特に重要な課題であ
る。行政特有の定期人事異動を組織の役割や特性
によって考慮をすると同時に、継続性担保に備え
たマニュアル作成や複数担当制などの工夫が求め
られる。
　情報管理において、共通の電子システムを導入
した【記録の電子化】は、共通媒体の利用による
リアルタイムな情報共有が両者のニーズのズレを
解消（久保ら，2019）し、名簿や支援経過記録の
管理、記録様式の統一をはじめとした【記録管理
の徹底】は業務の効率化が期待でき、連携を促進
するため重要である。この実現にはリーダーとフ
ォロワーの関係が成熟したパートナーシップ（小
野，2011）に基づく【管理職のリーダーシップの
発揮】が不可欠であり、管理職はかつての権威的
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には限界がある。対象者を拡大し研究を重ねて検
証していくことが課題である。
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